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雲仙普賢岳の火山災害による道路 ・鉄道の被害に伴う交通の途絶は住民の通勤 ・通学, 日常生活および物流, 

観光などの地域経済活動に大きな間接的ダメージを与えた. これまで, 雲仙普賢岳の火山災害における交通の途絶

が地域に及ぼした影響調査は行われていない. そこで, 本報告では, 長期化する火山災害に対して導入された道路

および鉄道の応急復旧および緊急対策費を調査するとともに, 代替交断 旺用による交通コストの増加の計測を行つ

た. また, 平成3年6月 の水無川断面の通行止め当時の島原市への通勤者に対するアンケート調査により交通の途

絶が地域住民の生活に及ぼした影響を明らかにした. 

Key Worms: volcanic disaster, ter, interrupted lraf c, cost of emergency counter- plan, increase of traffic cost

1. まえがき

雲仙普賢岳の火山災割において, 幹線道路である国道

251号 や国道57号および島原鉄道が平成3年6, 月から水

無川断面で警戒区域に含まれて全面通行止めとなった

り, 火砕流および土石流によって度々通行止めとなつた, 

これにより, 島原半島の拠点都市である島原市の水無川

断面において島原半島の交通が分断された1)(図 一1参

照). 火山災割発生以前から道路網の不足が指摘されて

いた当地域での交通の途絶は周辺地域への波及効果が

大きく, 島原市はもとより島原半島全体の様々な分野に

影響を及ぼした. 特に, 深江町, 布津町, 有家町, 西有

家町といつた島原市と水無川を隔てて南側に位置する

町(南 目)は 島原市経済圏に含まれ, 住民の勤務先や買

物先などの多くを島原市の中心市街地に依存している. 

このため, 水無川断面での交通の途絶により通勤・通学, 

日常生活および経済活動に大きな影響を受けた2). さら

に平成5年 には中尾川流域にも土石流による被割が発生

し, 水無川および中尾川断面での交通の分断に島原市は
一時孤立し, パニック状態に陥った. 

雲仙普賢岳の火山災害による被害額は, 約2, 300億 円

(平成8年3月31日 現在)で あり, そのうち1, 500億 円

が間接被害とされている2). 間接被割額はそのほとんど

を観光客および修学旅行の減少および島原市中心商店街

からの客離れなどによる商工被害が占めているが, この

商工被害の大きな要因の一つとして道路および鉄道の不

通が挙げられている. 

これまで, 今回の火山災害による道路および鉄道の被

害に対して導入された応急 ・緊急対策のコスト, 交通の

途絶が地域に及ぼした経済的影響は調査されていない. 

図一1島 原半島道路網図

1II



しかし, 災害に対する事前の道路整備を考えると, 交通

の途絶によるコストの増大を調査しておくことが重要と

考えられる. また, 著者らがこれまでに実施した島原市

民へのアンケート調査においても 「これから充実してほ

しい生活基盤」3)(平 成5年), r現在の生活で不便 ・

不満に思うこと」4)(平 成6年), 「災害復興に向けて

重要なこと」5)(平 成7年)と いった設問で, いずれも

道路 ・交通関係の項目が最も多く選ばれており, 道路網

の整備に対する市民のニーズが高いことがうかがえる. 

そこで, 本研究では, 長期化する火山災害による交通

途絶の影響を明らかにするために, 道路 ・鉄道に導入さ

れた応急復旧・緊急対策の費用を調査するとともに, 通

行止めおよび通行規制期間の代替交通利用による交通

費用の増加の計測を試みる. 

さらに, 国道251号, 国道57号 および島原鉄道が閉

鎖された時期における通勤 買物行動などに対する実態

調査は行われていない. このため, 本研究では, 平成3

年6, 月の国道251号 通行止め時の南目からの通勤者に対

して, 当時の通勤および買物動態 生活への影響などの

アンケー ト調査を実施した. これらの結果をもとに, 交

通途絶が地域へ及ぼした影響について得られた結果を

報告する. 

2. 道路の応急復 旧対策とその費用6)

本研究の対象としている島原地域の特性と雲仙普賢

岳噴火における被災の程度および災害対策の経緯につ

いては文献7)の 図一1, 表一1お よび表一2に述べて

いるのでこれらを参照してほしい. 

(1)国 道251号 および57号 線

平成3年6月8日 の警戒区域設定に伴い, 水無川断面

の国道251号, 57号および島原鉄道が全面通行止めとな

った. このため, 南目から島原への交通は山越えの迂回

路と国道251号 の逆回りの2ル-ト のみとなったが, 迂

回路が幹線道路でないため大型車両が走行できないこ

とや時間の増大が大きな課題となつた. 通勤・通学に対

しては海上代替輸送および夏休みの繰り上げが実施

されたが, 商用などの物流の大型車両は道路を迂回する

しかなく, コストの増大が著しかった. 経済活動の再開

には, トラックなどの商用の車両の通行が不可欠である

ため, 被災していない警戒区域内の国道251号 の5. 6kln

区間の使用が前提となる. 最初の警戒区域の設定期間内

の平成3年6月25日 に開催された島原市定例議会で「時

間を区切って通行できるようにならないか」との一般質

問があった. また, 地元の商工業者を中心に地域住民か

らも国道251号 の早期使用再開の要望が出された. この

ため, 長崎県は, 7月27日 から安全管理システムを作成

して, 生活必需品などの物資を運ぶ車両に限り通行を許

可した. さらに, 時間帯を順次拡大し, 通行の許可も通

行毎でなく, 一回で済むようにした. この結果, 貨物車

であれば自由に通行できるようになった. そして, 避難

雛 区域になった後に, 一般輌 の日燗 鞭 行を許可し, 

平成3年12, 月20日に196日 ぶりに全面交通開放を行っ

た. これら一連の経緯を表一1に 示す. 

国道251号 は, 平成4年 以降 度重なる土石流の発生

によって水無川断面および平成5年 には中尾川断面で通

行止めとなった. 水無川断面では平成5年6月 までは, 

土砂が路上に堆積するとその都度土砂を排除して使用

を再開したが, 平成5年7月 以降は除石を中止し, 土砂

を整地した簡易舗装によつて通行を再開した. 
一方, 水無川断面の国道57号 は平成3年6月8日 に

警戒区域に含まれて通行止めとなったが, 避難勧告区域

になると平成4年9, 月18日 に通行再開工事が着工され, 

10, 月19日 に504日 ぶりに全面通行再開となつた. しか

し, 平成5年6, 月18日 の土石流により水無川橋が流失

するなどの被害が生じ, 平成7年4月28日 までの670

日間再び通行止めとなった. 

平成3年 から平成8年 までの国道251号 および57号

の土砂の排除費, 舗装費, 応急仮橋の設置費および国道

251号 の水無川橋の架け替え事業費などをまとめた応急

復旧費を表一2に示す. 国道や河川に堆積した土砂をト

ラックに積み込んで土砂ヤー ドまで運搬するための費

用は, 5000円/m3で あった. 

緊急対策としては, 土石流による路上堆積土砂を排除

する間の交通対策として, 平成3年6月30日 以来土石

表一1国 道251号 通行規制の経緯

長崎県災害対策本部

表 一2国 道251号 お よび57号 の 応急復旧費

資料提供)国 道251号: 長崎県島原振興局

国道57号: 建設省長崎工事事務所
(千円)
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流の流路となっている国道251号 の北安徳町 と鎌田町を

跨ぐ国道251号 緊急連絡橋が平成4年6月5日 に完成し

た. さらに平成5年7月4日 の中尾川流域への土石流の

拡大に伴い, 国道251号 の扇田大橋が決壊するおそれが

生じた. このため, 中尾川において迂回路の役目を果た

す中尾川緊急連絡橋が平成5年10, 月29日 に完成した. 

建設費は, 国道251号 緊急連絡橋が2億2千 万円, 中尾

川緊急連絡橋が7億 円であつた. 緊急連絡橋は3年 間使

用の仮設構造物で, 建設費には撤去費も含まれてい

る. 

(2)そ の他の道路

国道251号 および国道57号 の水無川断面の通行止め

時には, 雲仙まわりの県道国見雲仙線(図 一1参 照)を

利用する路線が迂回道路として使用され, この路線に交

通が集中し, 国道の代替道路となる他の路線も交通量の

増加が見られた. 

代替道路を整備するため, 県道国見雲仙線の小浜町吹

越の落石の恐れのある区間(1工 区500m, 2工 区680m)

を防災工事した. さらに同国見町鰍 訓 の2.9kmに おい

ては, 車両離合のための待避所を10箇 所設置した. 同

県道は, 平成5年4月1日 に国道389号 に昇格した. 

大型車は, 幅員が狭い山間部の国見雲仙線より海岸線

を走る国道251号 を逆回りして代替道路とすることが多

く, 基幹道路として交通を確保するため, 異常気象時の

事前通行規制区間(南 串山町～力嘩佐町の糸4.0km)に

ロックシェッド16箇所を設置した. 

さらに, 長期間通行止めのままである国道57号 の迂

回路として国道251号 と国道57号 をっなぐ町道バラバ

ラ松 ・石構(L=2km)を 国道に格上げし, 但購に蓋を

しての車道拡幅, 国道との交差点の改良などの整備を実

施した. これらの整備費用をまとめると, 表一3に 示す

とおりである. 

また, 長崎県が昭和50年 度から進めていた広域営農

団地農道整備事業において建設されていた広域農道の

北部地区(島 原市三会～北高来郡愛野町)が, 平成6年

1. 月に雲仙グリーンロー ドと名付けられ供用を開始した. 

この広域農道が国道251号 の諌早方面へのバイパス的機

能を果たしている. 

3. 鉄道の応急復旧対策費8)

島原鉄道(株)で は, 平成3年6月3日 の火砕流の発

生後, 現地調査を実施し, その結果から南島原～布津間

の運行中止を自主的に決めた. この後, 高校の夏休み明

けとなる同年8月1日 から, 通学の便を図るために南島

原～島原外港間の運転を, また8月10日 から深江～布

津: 間の運転を再開した. 平成3年6, 月30日 の土石流に

より被害にあった警戒区域内の軌道については, 警戒区

域が避難勧告地域に規制が緩和された平成3年11. 月4

日から災害復旧工事に着手し, 平成3年12. 月27日 に全

線復旧した. なお, 安全確保のため, 島原外港～深江間

を運行する列車内に無線受信機および携帯電話を備え

付け, 水無川周辺の3駅 は通過するなどの措置をとつた. 

平成4年 も土石流の発生に伴い, 4, 月に13日 間, 8, 月

に21日 間の計34日 間, 諌早～島原外港間, 深江～加津: 

佐間の列車折り返し運転を余儀なくされた. その都度応

急復旧を行い, 土石流の発生を警戒した運行基準を作成

して, 通行の安全を確保した. しかし, 平成5年4. 月28

日の大規模な土石流災害を始め, 4月から7月 にかけて

数次にわたる土石流災害により, 安徳～瀬野深江間

(125km)の 軌道が再ひ湛大な被害を被つた. この後, 

安中三角地帯の嵩上げや導流堤の建設, 水無川の拡幅, 

嵩上げなどの公共事業との調整もあって, 島原外港～深

江間(6. 4km)の 復旧事業の着手が遅れていた. 平成7

年6月 に被災区間の高架化による復旧事業に着手し, 平

成9年4月 の開通を予定している. 

雲仙普賢岳の火山災害による災害復旧費および土石

流対策費を表一4に 示す. 平成8年 度までに約52億 円

を投じているが, これには平成7年 および8年 の被災区

間の復旧費, 約30億 円が含まれている. 被災区間の復

旧費については, 国, 長崎県および島原鉄道が負担する

ことになつている. また, 度重なる土石流による被害や

運休で収入減などのダメージを受けた島原鉄道に対し

表一3国 道の通行止め伴う代替道路の工事費

(千円)

表-4島 原鉄道の災割復旧費および土看流対策費

島原鉄道(株)(干 円)
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て, 雲仙岳災害対策基金から平成3年 度に41, 141千円, 

4年度に12, 375千 円, 6年度に11, 632千 円, 合計65, 148

千円の助成が行われている. 

4. 代替交通の導入 とそのコス ト

平成3年6. 月3日 の火砕流の発生後, 6. 月8日 の警戒

区域の設定により水無川断面における国道251号および

国道57号 線が全面通行止め, 島原鉄道が運休となつた. 

これに伴って, 深江町, 布津町などの南目から島原市へ

の通勤 ・通学が困難になつてきた. 長崎県は島原市内と

島原半島南部を結ぶ交通手段を確保するため, 旅客航路

業者に要請して, 海上代替輸麩を導入した. 平成5年 に

は土石流被害の拡大に伴つて, 水無川流域の他に中鬼ll

流域の国道および島原鉄道の交通確保が問題となった. 

このため, 長崎県は中尾川流域にも海上代替輸送を実施

した. 

平成3年 および5年 における海上代替輸送の実績を表
一5に 示す. 平成3年 は国道251号 の通行規制の緩和に

伴って, その利用者は減少していったが, フェリー(須

川～島原外港)は10, 月24日 まで, 高速船(布 津～島原

外港)は12月27日 まで実施された. 平成3年 の月別の

輸送実績を見ると, 6月, 7月は高等学校の夏休みの繰

り上げが実施されたため, 輸送量のピークは8. 月になっ

ている(図 一2). 全体的に見ると高速船については航

行時間が約25分 間と短いことからフェリーに比べ利用

者が多く, 平均乗船率は50%程 度で運航されたようであ

る. しかし, フェリーにっいては航行時間が約1時 間と

長く, 迂回路の通行が可能であつたためその利用者はほ

とんど学生が占め, 平均乗船率は10%程 度と効率的な運

航はできなかつたといえる. 

フェリーおよび高速船の就航にあたっての環境整備

としては, 布津～島原外港に航路を開設するため, 布津

漁港に布津漁協の協力を得て, 凌藻および浮桟橋の設置

を行った. その他, 島原深江海岸沖の測量, 航路の淡諜, 

平成5年 度には島原新港, 島原港霊南地区での整備も実

施された. それらの詳細を表一6に 示す. また, 長崎県

の要請により海上代替輸送を実施した旅客航路事業者

は低料金(同区間の島原鉄道と同料金)を設定したので, 

長崎県は欠損が出た場合に, 長崎県臨時航路補助金とし

て欠損額を補填した. 海上代替輸送が実施された平成3

年および5年 の補助金を示すと, 平成3年 度が16q325

千円, 平成5年 度が70, 337千 円であつた. 

また, 島原鉄道バスでは平成3年6月14日 から諏訪

の池, 小浜, 愛野経由で有家駅～島鉄バスターミナル間

に1往 復山越えの代替運行を実施した. 所要時間は, 約

2時 間であつた. 

5. 道路 ・鉄道における応急 ・緊急対策費

これまでに述べた道路・鉄遭の被害および途絶に対し

て導入された応急 ・緊急対策の費用をまとめると表一7

に示す結果を得る. これにより, 道路 ・鉄道の応急・緊

急対策に要した金額は, 約101億 円にのぼることが明ら

かとなつた. この金額は, 災害による公共土木施設直接

被害額33, 073, 677千円(平 成8年3月31日 現在)2)の

表一5海 上代替輸送の実績

長崎県災害対策本部

図一2平 成3年 月別1日 当たり輸送実績

(資料提供: 長崎県交通政策課)

-□-フ ェリー(須 川～島原外港)
O-高 速艇(布 津～島原外港)

表一6代 替輸送に係わる整備費用

(資料提供: 長崎県交通政策課)
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約3割 に相当する. 

長期化する火山災害において, 度々寸断する国道251

号および57号 の交通の確保のために様々な対策が導入

された. この応急 ・緊急対策費には, 国道においては交

通確保のために導入された対策に要した費用のみを取

り入れており, 島原深江道路などの疸久対策および今後

の砂防事業等と絡んだ本格的な復旧対策の費用は含ま

れていない. 一方, 島原鉄道は, 国道のような種々の応

急・緊急対策は導入できず, 行政による援助を得て着手

した恒久的な高架式の復旧事業費を含んでいる. 

6. 代替交通利用に伴う交通費用増加の計測

(1)交 通費用増加計測の方法

今回の災害においては, 道路および鉄道の不通に対し

て海上代替輸麩の代替交通が使用された. 島原の場合, 

交通手段が道路および鉄道のみであるため, -地域住民は

代替交通手段選択の余地が少なかつた. 陸 仁であれば迂

回道路の通行, 海上であれば海上代替輸送利用しかなく, 

結果として走行距離および時間の増加は著しく, 交通費

用の増大があったものと推測できる. 海上輸送と迂回道

路通行への交通路変更による交通費用の増加の計測を

試みる. 計測方法は, 通常時と比較して, 道路不通時の

費用便益の損失を交通費用の増加とする方法を採用し

た. 費用便益は, 走行費用と時間費用の2つ の視点から

計測を行う. 

a)走 行費用の増加

これは, 道路の通行止めにより, 本来の輸送ルートの

変更が余儀なくされ, 走行費用が増加するというもので

ある. 車両の走行費用増A1は, 走行速度に応じて燃料費, 

車両償却費などから成る走行経費関数 恥[円 冶 ・km]

が車種別に設定されている. これを用い, 走行速度の変

化V0→V1, 対象となる車種別交通量Q[台], 走行距離

の変化炉恥一ムを用いて, 式(1)で 算出する. 

Ar=Nr・9・ρ7UX (円) (1)

また, 船舶の走行費用は, 補助金を含めた収入が費用

に等しいと考える. よって船舶の走行費用増1Aは, 輸送

料金MIP【円/人】と全輸送人員P[人], 運航補助金NPl円1, 

通常時利用交通手段の走行コス トC「円1を用いて, 式(2)

で算 出する.

42=MIP・P+NP-C (円) (2)

b)時 間費用の増加

これは, 道路の通行止めにより, 本来の輸送ルー トの

変更が余儀なくされ, 旅行時間が増加するとい うもので

ある. 時間費用増A3に ついて1よ 損失時間r=L1/v1生 に, 

交通量Q[台], 車種別時間価値KI円/台・分]を乗じること

により, 式(3)で 算出する. 

時間価値の考え方としては, 乗用車は労働賃金, 貨物

車は荷主側の都合で車両を待機させた場合のペナルテ

ィを考慮した時間価値を用いる. . 

4f7ρ ・K (円) (3)

(2)計 測条件の設定

a)対 象路線

災害による道路被害および通行止めは, 島原市, 深江

町の道路網の各所に及んでおり, 個別のルートごとに計

測することが望まれる. しかし, 同時に複数箇所の被害

を受けた場合, 迂回ルートの特定, 交通流パターンの推

定は困難である. このため, 最も代表的な主要幹線国道

251号 の水無川断面における平成3年6, 月8日 から12

月20日 までの長期的な通行止め, 通行規制を対象とす

る. この期間を国道251号 通行規制の状況から第1期(6

月8日 ～7月26日, 全面通行止め), 第II期(7, 月27

日～9月21日, 許可車両時間規制通行可)お よび第III期

(9. 月22日 ～12, 月20日, 全車両時間規制通行可)の3

つの時期に分けて考える(表 一1参 照). 

b)対 象交通量

通行止めの影響は, 水無川断面を通過する交通に現れ

る. ここでは, 通行止めの影響を受ける交通として, 通

勤および通学の旅客交通と物資を運ぶ貨物交通に限定

して考える. 水無川断面を通過する交通として, 島原南

(島原市以南の町), 島原中(島 原市および有明町), 

島原北(有 明町以北の市町)の3つ のゾーン間交通を想

定する. ここで, 本来ならば災害による取り止め交通量

を議論すべきであるが, その基礎資料となるパーソント

リップ調査が当地域では実施されておらず, また災害時

の交通量などの資料が乏しい. 阪神 ・淡路大震災におけ

る地震当日の車両の取り止め交通は約30%と いわれて

いる. しかし, 通常の交通手段が自家用車の他に島原鉄

道および路線バスしかない当地域では, 公共交通の不通

により自家用車の使用が増加したことが考えられる. こ

のため, 本研究では取り止め交通は発生しないものと仮

表一7道 路 ・鉄道の応急・緊急対策費用
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定して計測を行う. 

旅客交通として, 平成2年 国勢調査9)による市町村間

通勤および通学者数を用いる(表一8). 対象交通量は, 

島原南と島原北および島原南と島原中の交通量3, 707人

となり, 彼らが1日1往 復すると考えると1日 あたり

7, 414人 の交通が影響を受けることとなる. これらの旅

客交通が通常利用する交通手段は, 平成2年 国勢調査9)

の島原市の利用交通手段別通勤・通学者数を参考に, 自

家用車利用が60%, 鉄道, バスなどその他の手段利用が

40%と 設定する. 

また, 貨物交通としては広域的な交通も対象とし, 平

成2年 道路交通センサス10)による貨物車類交通量を使

用する(表 一9). 対象交通は, 旅客交通と同様に水無

川断面を横断する貨物車7, 857台であり, これらが1日

に1往 復すると考えると1日 あたり15, 714台の交通が

影響を受けることとなる. 

ここで, 第II期, 第皿期においては国道251号 の通行

規制の緩和から一部車両の通行が可能であつた. このた

め, 当時の新聞報道11)か ら許可車両のみ通行できた第

II期の国道251号 の交通量を4,000台/日(貨物車のみ), 

自由対面通行できた第II期の交通量を12,000台/日 とす

る. したがって, 第H期, 第III期は対象交通量からこれ

らの交通量を差し引いた交通量が迂回路を走行すると

考える. 

c)海 上代替輸送

水無川断面での通行止めに伴い, 旅客交通の代替交通

として布津漁港～島原外港間に高速船, 須川～島原外港

間にフェリーによる海上輸送が実施された. ここで, 前

述した対象旅客交通量の40%, 1, 483人 を通常時には島

原鉄道利用者とすれば, 災害時には海上代替輸送利用者

と設定できる. 海上輸送船としては利用者の多かつた高

速船のみを考慮する. ルー ト距離は, 通常時の匠趾 ソレー

トは島原鉄道の駅間距離を用い, 災害時の海上ルートは

実績距離を用いる(図 一3). 

d)迂 回道路ルー ト

島原南から島原中, 島原北への貨物交通に対しての迂

回道路ルートの設定を行う. 今回の災害時の交通パター

ンは明らかにされていないが, 最も代表的な迂回道路ル
ートであつたとされる礫百原松尾町停車場線, 愛野島原

線 国見雲仙線 国道57号, 雲仙深江線を経由する路

線を迂回路として採用する(図-3). この路線にすべ

ての貨物車両とともに対象旅客交通量の60%, 2, 224台

(一人当たり一台とする)が集中するものと考える. 

(3)計 測結果

a)海 上代替輸送

第4章 で述べたように平成3年 と5年 に海上代替輸送

が実施された際, 赤字を補填するために補助金が支出さ

れた. 海上輸送の費用は, 料金収入+運 航補助金で賄わ

表一8通 勤・通学者流動人口(平 成2年 度)

(出典: 平成2年 国勢調査)

(単位: 人)

注)○ 島原南は深江町、布津町、有家町、西有家町
○島原中は島原市、有明町
○島原北は国見町、吾妻町、瑞穂町、愛野町、
諌早市、大村市、長崎市

表-9貨 物車類交通量(平 成2年 度)

(出典: 平成2年 道路交通センサス)

(単位: 台/日)

注)○ 島原南は深江町、布津町、有家町、西有家町
○島原中は島原市、有明町
○島原北は島原南、島原中、北有馬町、南有馬
町、口之津町、加津佐町、南串山町、小浜町、
千々石町を除く国内地域

図一3代 替輸送ルートと距離

迂 回道 路ル ー ト

○災害時: 32.5km

○通常旺寺: 12. 5hn

海 上代 替輸 送

○災害時112.0l,
0通 常時: 10.7kln
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れる. 平成3年 度の長崎県臨時航路補助金はフェリー, 

高速船あわせて16, 325千円であった. 料金にっいては, 

同区間の島原鉄道と同額(布 津～島原外港間340円)で

あったため, 通常時の島原鉄道との走行コストの比較を

すると, 補助金の分が走行コストの増加にっながる. し

たがって, 海上代替輸送により増加する走行費用は補助

金の額16,325千円となる. 

海上輸送による輸送時間は, 布津: 漁港～島原外港問25

分間であった. しかし, 船舶による輸送は, 港までのア

クセス時間および待ち時間が発生すると考えられるた

め, ここでは一様に損失時間30分 間を仮定して, この

時間を加えた55分 間を海上輸送における所要時間とす

る. 一方, 通常時の所要時間は, 島原鉄道の駅間所要時

間(布 津～島原外港間22分 間)を 採用する. 

旅客の時間価値は, 建設省による第ll次 道路整備五

箇年計画の整備効果計測に用いられた平成2年 度の時

間価値を採用し, 乗用車の一台当たり時間評佃値を用い

る. 乗用車の時間評価値は, 以下の式(4)の 所得接近

方式により算出される. 

乗用車の時間評価値=常用労働者一人当たり月間賃

金(32, 9443円/人)/一 人当たり, 月間労働時間(172

×60分)

=31. 92円/人・分, (4)

したがって, 海上代替輸送 により増加する時間費用は

以下の式(5)の 通りである. 

2, 966人 ×31. 92円/人・分×(55-22)分

=3, 124, 266円/日(5)

b)迂 回道路ルー ト

迂回道路ノレートは, 32.5kmであり通常ルー トの12.5km

と比較して20mの 走行距離の増加となる. 走行費用に

ついては, 表一10に示す通常ルートと迂回ルートの走行

速度にもとついて計測された車種別走行費用を用いて

算出する. また, 走行速度は, 平成3年6月14日 の国

見雲仙線の交通量実測 直データ3, 309台 を考慮 して一般

化集計Q-v式 により推計されたものである. 

表-10の 普通貨物車の単位走行費用を用いると, 第1

期 ～第皿期において迂回道路ルー ト通行によ り増加す

る走行費用は表一11に 示す通 りである. ただし, 第m期

の国道251号 通行の12, 000台 は車種別内訳が明らかでな

いため, 便宜上すべて貨物車とした. 

時 間費用にっいては, 迂回ルー ト(32.5km)の 速度

26km/hか ら, 走行時間は, 32. 5/26×60=75分, 通常ルー

ト(12.5km)の 速度37km/hか ら, 走行時間は, 12. 5/37

×60=20. 3分 となる. 貨物車の時間評価値については, 

乗用車のときと同様 に建設省で用い られたものを採用

する. この値は車両留置料金方式で算出されたもので, 

52. 78円/台 ・分とされている. よって, 迂回道路ルー ト通

行により増加する時間費用は表二12に 示す通 りである. 

(4)通 行 止めによる交通費用増加の評価

これまでの交通費用増加 の計測 をま とめる と表

一13の よ うになる. 国 道251号 の通行止 めにとも

ない, 196日 間 で走行費用の増加 額が2, 400, 326千

円, 時 間 費用の増加額 が7, 306, 387千 円, 総 額 が

9, 706, 713千 円 となった. これ まで被害額 として捉

えられ なかった代替交通利用による交通費用の増大

が計測できた. この金額は, 代表的な道路の一断面の通

行止めおよび通行規制のみを対象とした結果である. 実

際には, 国道251号 を逆回 りするなどの他の迂回路線の

使用や水無川断面だけでなく中尾川断面での通行止め

があつたことを考慮すると, この金額はさらに大きくな

ることが予想できる. これらが地域一帯の住民の通勤や

買物などの生活を圧迫 していたであろ うことは言 うま

でもない. 

表一10車 種別 単 位 走行 費 用

(円/台km)

表一11走 行費用増加の計測表 表-12時 間費用増加の計測表
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このような間接被害は, 島原半島の道路交通網の代替

性ネットワーク化の不足に起因するところが大きいと

考えられる. 被害低減のためには, 事前の道路整備が不

可欠である. 特に, 危険地域の特定が可能である火山災

害に限っていうならば 事前に被害が予測される地域の

道路構造の耐災割性を強化(高 架化, 地下化等)す るこ

とにより, これらの被害額は著しく低減させることが可

能である. 活火山を抱える地域では, このような間接破

害額低減のために事前の道路整備投資を検討する必要

があるといえる. 

7. 平成3年 国道251号 通行止め時の通勤者

へのアンケー ト調査

最初に述べたように深江町, 布津町などの南目は島原

市経済圏に含まれ, 住民の勤務先や買い物先は島原市内

が多い. 通勤 ・通学者流動人口1o)を見ても, 平成2年

時点で南目から島原市への通勤者は約2,000人にのぼる. 

これらの利用交通手段10)は, 8割 以上が自家用車とな

つている. 平成3年6. 月8日 ～12. 月20日までの国道251

号の通行止めや時間規制の際, これらの交通が雲仙の山

越え迂回路に集中し, 通勤や生活に非常に苦労したこと

が明らかにされている2). しかし, 通行止め時の通勤動

態および交通行動の実態, 代替交通の問題などの詳細は

明らかにされていない. 

そこで, 本研究では平成8年9月 ～10月にかけて, 平

成3年 当時の南目から島原市への通勤者に対し国道251

号通行規制時の通勤に関するアンケー ト調査を実施し

た. 調査票は島原市内の行政機関および事業所などに対

して該当者に渡していただくよう依頼し, 郵送方式によ

って回収した. 248部配布し, ll8部回収, 回収率は47. 6%

であった. 回答者の属1生は, 男性59. 0%, 女性41. 0%と

なつている. 

当時の通勤の交通手段としては, 乗用車70. 4%, 軽自

動車24. 3%, 会社の送迎バス1. 7%, 上記以外3. 6%と 自

家用車利用者が圧倒的に多い. 

「平成3年6月8日 の全面通行止めから海上代替輸送

が導入されるまで通勤は主にどのようにしましたか」と

いう設問によると, 表一14に示すように80%以 上が 「国

見雲仙線を利用した」と答えている. しかし, 天候の悪

い日などの特別の場合には国道251号 を逆回りしたり, 

職場やホテルに宿泊したといった回答もある. また, 「親

戚, 職場, ホテルなどに泊まり込み」, 「勤務地を島原

から移動, 「アパートを借用」といつたふだんの通勤

を取り止めている回答が約10%程 度ある. 

また, 「迂回ルー トを利用した場合の所要時間は通常

の所要時間の何倍ですか」という設問に対しては2～3

倍という回答が36. 0%と 最も多く, 5倍 以上という回答

も15. 7%と 少なくない. 通勤時間の大幅な増加が見受け

られる. この通勤時間の変化は, 常住地と就業地との位

置関係によって大きく異なってくる. 南目から迂回路と

して国見雲仙線を利用する場合, 島原市に入るためには
一旦国見町に入らねばならず, 島原市南部へのアクセス

には非常に時間がかかる. したがって, 水無川の対岸の

深江町から島原市南部への通勤時間の増加が最も大き

くなつた. 

また, 「迂回道路国見雲仙線についてどのような問題

がありましたか」という設問に対しては 「梅雨時期のた

め霧が濃く, 視界が悪い」, 「道路沿いに電話がなく, 

事故があつたときの通報ができない」といった項目が多

く選択されている(表 一15). ヒアリング調査でも毎日

のように事故が起こつていたようであり, 特に女性ドラ

イバーにとって, このルー トの道路環境の悪さは深刻な

ものであつたようである. 

長崎県が交通対策として導入した海上代替輸送につ

いて 「高速船, フェリーの海上代替輸麩を利用しました

か」という設問に対して, 「山越えの代替ルートをやめ

て利用した」という回答と 「山越えの代替ノレート, 宿泊

表一13交 通費用増加の計測結果

表一14国 道: 251号の全面通行止めから海上代替輸送が導入さ

れるまで通勤は主にどのようにしましたか

N=117人
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などと併用して利用した」という回答をあわせると約

60%で あり, 残りは 「利用しなかった」と回答している

(表一16). 海上輸送は時刻が決まっているので, 定時

に帰宅できる職場の人 港までのアクセスがしやすい人

以外は利用しにくかつたようである. 所要時間について

は, 通常の1～2倍 という回答が59. 3%と最も多く, 全体

的には迂回路を通行するよりも所要時間は短縮された

ようである. 海上代替輸送の問題としては, 「運航本数

が少なく, 満員で乗れない時があつた」, 「運航時間帯

が短かった」, 「気象による欠航の情報などが分からな

かった」, 「フェリーに車を乗せると運賃が非常に高か

った」などといつたことが指摘されている. 

また, 第2章 で述べたが, 長崎県では国道251号 の全

面通行止め以来, 平成3年7月27日 から貨物車両に限

って通行を許可し, 避難勧告になってから一般の車両の

通行を許可した. 「この対応をどう評価しますか」とい

う設問では, 「適切であつた」(52. 2%), 「適切でな

かった」(17. 1%), 「どちらともいえない」(30. 7%)

という結果を得た. 日一どのような問題がありましたか」

という設問では, 貨物車か否かという基準で通行許可を

出しており, 許可証を持つていれば目的については規制

がないため, 通勤に利用するなど不公平が生じたことに

関する意見が多くを占めている. また, 「朝・夕のラッ

シュ時には島原～深江間に臨時バスを採用するべきだ

った」という意見も出ている. 

国道251号 通行止め時の各職場の対応として, 「通行

止め時の通勤距離の増加, 船の使用, ホテルの宿泊代な

どの通勤手当の増額はありましたか」という設問に対し

ては, 約60%が 「あった」と回答しており, 残りは 「な

かった」. と回答している. ヒアリング調査によると, 通

勤手当の増額があつた職場でも, 実際の支出に比べて不

十分であったという声が多く聞かれた. その他, . 各職場

が立案した通勤対策としては, 職員の勤務先の(一 時)

変更, 事務所の移転, 職場に宿泊できるような設備の導

入などが挙げられている. 

また, 通行止め期間中には島原市内への買い物も

96. 3%が 「行かなかった」と回答している. その理由と

しては, 主に 「時間がかかりすぎる」(51. 4%), 「通

勤に伴う疲労のため遠くへ行きたくない」(49. 5%)と

いう項目が選択されていた. このことは, 南目の町民の

購買行動アンケート調査12)によっても確認されており, 

買い物客が島原市商店街から離れる結果となった. 

「国道251号 が通行止めの期間中, 困ったことは何で

すか」という設問に対しては, 「通勤に時間がかかるこ

と」が90%以 上の回答で選択されており, 以下, 「早起

きや気遣いに伴う疲労」, 「代替ルートが通行しにくい

こと」, 「通勤費用, 宿泊費用などの経済的負担の増大」

と続いている(表 一17). さらに, 「国道251号 の通行

止めは地域にどのような影響をもたらしたと思います

か」という設問では, 「島原市内の中心商店街からの客

離れ, 売り上げ減少」, 「観光客の島原離れ」, 「道路

整備の重要性の認識」といった項目が多く選択されてい

る(表 一18)

交通止めは地域に大きな影響を及ぼすため, 建設省は, 

土石流対策として海岸沿いに高架道路の島原深江道路

(4. 6km)を 蜘 億円かけて整備中である. また, 国道

57号 の水無川流域でも水無川と導流堤を跨ぐ高架橋を

表一15国 見雲仙線 に どの よ うな問題 が あ りま した か

N=96人(複 数回答)

表 一16海 上代替輸 送を利用 しま したか

N=lll人

表 一17通 行止 め期 間 中, 困 つ た ことは何 です か

N=ll8人(複 数回答)

表一18通 行 止 めは地域 に どの よ うな影響 を もた らした と思

います か

N=118人(複 数回答)

II9



50億円かけて整備中である. さらに, 安中三角地帯の嵩

上げにより国道251号 線の本復旧がなされる予定である. 

にれらの対策で島原の孤立は防げると思いますか」と

いう設問では, 表一19に示すように 「完全に防げる」と

「大部分は防げる」という項目を合わせても半数程度で

ある. 

さらに, 島原半島の道路網についての意見としては, 

避難道路としての役割を担う幹線道路の渋滞が特に問

題とされており, 国道251号 のバイパス道路の必要性, 

高架式や トンネル式の災害に強い道路構造, 雲仙越えの

迂回道路環境の整備, 道路標識の充実など多岐にわたつ

ている. 交通の途絶を経験して, 日頃利用している道路

網の欠点を認識している. また, 災害時の避難を考える

と, 現在の道路網に対して不安を抱いていること分かる. 

これらの結果から, 交通の途絶により当時の通勤者は

大きな心理的, 経済的プレッシャーを受けていたことが

分かる. また, 交通の途絶により地域の道路網の欠点, 

および道路整備の重要1生を認識していると言える. さら

に, 通勤だけでなく, 通学, 通院, 商用および買物とい

ったことで地域の住民が不便を強いられていたことは

明白である. 

8. ま とめ

本研究では, 雲仙普賢岳の火山災害による交通の途絶

が地域に及ぼした影響として応急 ・緊急対策費を調査す

るとともに代替交通による交通費用の増加を計測した. 

さらに, 平成3年 当時の島原市外からの通勤者へのアン

ケー ト調査の結果とともに得られた結果をまとめると

以下のようになる. 

(1)雲 仙普賢岳の火山災害において, 交通の確保策と

して道路および鉄道に導入された応急 ・緊急対策に要し

た費用をまとめると, 約101億 円にのぼることが明らか

になった. この金額は, 災害による公共土木施設の直接

被割額の約3割 に相当するものである. 

(2)交 通止めが地域に及ぼした交通費用の増加として, 

走行費用および時間費用の費用便益の平常時と道路不

通時の差を計測した. 結果として, 約97億 円の交通費

用の増加が計測された. このような間接被害は, 島原半

島の道路交通網の代替性の不足がもたらした結果であ

ると言える. 

(3)交 通途絶時に島原市より南側に位置する町から島

原市へ入る通勤ドライバーが利用した迂回道路は, 国見

雲仙線(現 国道389号)を 利用する雲仙山越えルートか

国道251号 の逆回りだけであつた. また交通対策として

導入された海上代替輸送も運航時間帯等の問題で使え

なかった人が多く, 毎日の通勤行動に大きな支障を来し

た. この途絶により, 通勤時間の増大, 早起きや気遣い

に伴う疲労, 迂回路の道路環境の悪さといった精神的な

疲労とともに, 通勤費用や宿泊費用などの経済的負担の

増大, 買物先の変更など日常生活の種々の面で大きな影

響があつたことが明らかとなった. 

(4)本 研究では, 交通確保のための様々な対策のコス

トを明らかにするとともに, 通行止め時の交通コストの

増大を計測した. また, 当時の通勤者へのアンケート調

査もあわせて, 交通の途絶による地域へのダメージを調

査した. このような間接被害は, 事前の道路整備によっ

て著: しく軽減できる. 危険地域の特定が可能である火山

災害に限れば, 事前に危険個所の耐災害性を強化(高 架

化, 地下化等)す ることにより被害額の低減を図ること

ができる. 活火山を抱える地域では, 事前の道路整備投

資を検刮する必要があるといえる. 

交通費用の増加は, 交通の途絶が地域に及ぼした影響

の一一端にすぎない. 今後の課題として, 交通の途絶に起

因する商工業の生産低下, 売り上げの減少および観光客

の減少による影響などの経済的被害を計測することが

必要と考えられる. 
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表一19島 原深江道路や国道251号 の本復旧対策などで島原の

孤立は防げると思いますか

N=111人
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 A STUDY ON THE INFLUENCE CAUSED BY INTERRUPTED TRAFFIC 

 DUE TO VOLCANIC DISASTER OF MT. FUGEN IN UNZEN 

 Kazuo TAKAHASHI and Makoto FUJII 

 Interrupted traffic due to volcanic disaster of Mt. Fugen in Unzen damaged so seriously resident life and economic activities. In 

this paper, we investigated the cost of emergency counter-plan to roads and railroads, and estimated increase of traffic cost owing 

to using substitute traffic such as marine transportation and detours. Next, we made clear the influence that interruption of tragic 

gave upon commuter's activities, by the questionnaire survey. 
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